
※以下の解答はユーキャンの見解によるものです。試験センター発表のものではありません。

　また、以下の解答は、予告なく変更する場合もあります。

令和6年８月29日　11：15更新

■労働基準法及び労働安全衛生法 ■労働者災害補償保険法（徴収法を含む。）

問題 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 問題 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

解答 D C E A C D A B D C 解答 A D C D E C B E B D

■雇用保険法（徴収法を含む。） ■労務管理その他の労働及び社会保険に関する一般常識

問題 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 問題 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

解答 A B D ※C E A E C D D 解答 D A B E C E D B B C

■健康保険法 ■厚生年金保険法

問題 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 問題 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

解答 E B E B E D D B C D 解答 C B D C C A D C E D

■国民年金法

問題 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

解答 C C A B D E D B D E

※

令和６年度　第56回社会保険労務士試験　

解　答　速　報

択一式　解答　

雇用保険法問4について、選択肢Ｃは、条文（則７①二）では、雇用保険被保険者資格喪失届に
添える書類は、①離職証明書、②賃金台帳その他の離職の日前の賃金の額を証明することが
できる書類、③則36条各号に掲げる理由（設問では「退職勧奨」）により離職したことを証明す
ることができる書類とされています。設問では、このうちの②に関する記載が抜けているた
め、「誤り」と判断しています。
一方、選択肢Dについても根拠となる行政手引50206と明らかに異なる表現の部分がある
など疑義があります。
以上から、問４については、選択肢C・Dは、ともに明確に「誤り」と判断するのには疑義が残り
ます。正答が「D」又は「正答なし」となる可能性などもあると考えられます。


